25河第218号　
平成25年（2013年）９月26日　
市町村　災害復旧事業担当課長　様
長野県建設部河川課長　　　
「国土交通省所管市町村公共土木施設災害復旧事業事務取扱要領」の遵守に
ついて（通知）
市町村が行う公共土木施設災害復旧事業費国庫負担金の精算については、「国土交通省所管市町村公共土木施設災害復旧事業事務取扱要領」（以下「要領」という。）により運用しているところですが、今般下記の事案が発生しましたので、再度要領をご確認頂き、適正な事務処理をお願いします。
記

１　事案

　　Ａ市は、平成24年度公共土木施設災害復旧事業の平成25年度への繰越をした箇
所について、減額の変更契約内容を反映せず、当初契約額に見合う国庫負担金を
申請し、過大な国庫負担金を受け入れてしまった。

２　原因

　・　Ａ市の工事担当者（前任）は、平成25年度への繰越申請を行った箇所につい
て、契約変更により事業費が減額されていたにもかかわらず、台帳等に反映せ
ず、後任に引継ぎを行ってしまった。

　・　Ａ市の工事担当者（後任）は、しゅん工時に要領第20によるしゅん工報告書
を所管するＢ建設事務所に提出していなかった。

　・　Ａ市の工事担当者（後任）は、国庫負担金請求書の提出時に、請求額と当該
工事のしゅん工額との突合を行っていなかった。

３　今後の対策

・　市町村は、要領第20によるしゅん工報告書を建設事務所に必ず提出し、着手前及び完成写真の他、当分の間、契約書の写し、しゅん工検査調書の写しを添付してください。

・　市町村は、要領第23による国庫負担金請求書を建設事務所に提出する際は、
当分の間、しゅん工確認書（要領様式14）の写しを添付してください。
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